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 廃棄物埋立処分場の建設は、我が国においては昭和 47 年度に大阪港の北港北地区におい




 これら 74 施設の合計の受入面積は 49,738 千ｍ２、受入容量は 818,843 千 m3、護岸延長
は 229.85km となっている。廃棄物の種類別計画受入量を表 1.1.2 に示す。受入量が多いの





      表 1.1.1 廃棄物埋立処分場の着工件数（平成 16 年 3 月現在） 
着工年度 47～48 49～53 54～58 59～63 1～5 6～10 11～15 合計 
施設数    2    7   14   10   12   19   10   74 
 
 
       表 1.1.2 廃棄物種類別計画受入量（平成 16 年 3 月現在） 
廃棄物種類 一般廃棄物 公共産廃 民間産廃 陸上残土 浚渫土  合計 
受入量(千 m3) 
        (%) 
130,898 
     15.8 
 33,899 
    4.1 
52,693
    6.3 
211,968 
   25.6 
398,174 
   48.2 
827,651 













 写真 1.1.1 に示す神戸沖埋立処分場は、平成 10 年度に建設着工され平成 13 年度から供用
が開始されている。神戸沖処分場は管理型廃棄物埋立処分場であり、処分場の面積 88ha、
計画埋立容量は 1,500 万 m3となっている。計画埋立容量の内訳は、一般廃棄物 31.3％、産
 3
























写真 1.1.2 積出基地 
 
 















グラム FLIP による 2 次元有効応力解析を実施し、解析プログラムの適用性を検証、ならび
に被災メカニズムの概略を示している。 






壁である。図 1.1.1 に被災状況を示す。岸壁の変形は、天端の水平変位が海側に約 5m、同
鉛直変位（沈下）が約 2m、傾斜角が約 5 度である。 






ズムを検討する目的で、縮尺 1/17 の岸壁模型を制作し、大規模な再現性実験を行った。 




則 4)に従って 1/17 に決定した。模型は、神戸港ポートアイランド地区のコンテナ埠頭-12m
岸壁 PC-1 をモデルとして作成した。 



















1.1.4 は、解析の対象としたケーソン式護岸の被害状況を示す。柱状図から読み取った N 値
データ、および既存の研究成果から各種パラメータを設定し、有限要素法によって液状化
した後の流動によって生じる地盤の変形を解析した。解析結果を図 1.1.5 に示す。ケーソン

















       図 1.1.1 六甲アイランドの-14m 岸壁被害状況 
 
 
   







































                        ←（水深、護岸形式、液状化発生の有無） 
 
 













































































   天端高の決定 
 
   断面の設定 
 
    安定計算 
 





    細部設計 
 





















数は、技術基準 12)第２編第 12 章地震及び地震力を参照すること。 
 管理型廃棄物護岸が地震による被害を受けた場合には、経済、社会活動に重大な影響を及
























③ 有限要素法モデル（｢ＦＬＩＰ｣ ｢ＦＬＵＳＨ｣ ｢ＢＥＡＤ｣ ｢ＦＬＡＣ｣ 
④ 連続体モデル（｢せん断梁モデル｣） 




 現在、港湾構造物の耐震性能の照査のために一般的に使用されている FLIP（Finite 
Element Analysis Program for Liquefaction Process ； ｢液状化による構造物被害予測プ
ログラム｣）は、運輸省港湾技術研究所において開発された有効応力法に基づく地震応答解
析プログラムである。 
 液状化検討の際に広く使用されている FLUSH や SHAKE との機能の差異は以下のとお
りである。 






形性は等価線形法により取り扱う。この意味で SHAKE は FLUSH の１次元版であると考
えることができる。 




扱うことができない。したがって、FLUSH や SHAKE では、液状化に伴う地盤の残留変


















表 1.1.3 遮水構造の耐震性能の照査の考え方 
地震動のレベル 確認すべき耐震性能 確認すべき項目 
レベルⅠ地震動 施設の健全性 遮水矢板の発生応力度が許容
応力度以下 






































































































解析と３次元静的全応力解析の違いを表 1.1.4 に示す。 
 また、地震時の遮水矢板の挙動解析を３次元で取扱うことの意味は、地震時の隅角部護











































































































  ・護岸直線部の遮水矢板の耐震性能の評価 
  ・３次元動的有効応力解析 
  ・３次元静的全応力解析 
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 解析の対象とする護岸構造は、大阪湾において建設された管理型廃棄物処分場 1) を参考
として作成した。廃棄物処分場の平面形状は、長辺方向 2,000ｍ、短辺方向 1,000ｍの長方
形とし、設置水深は 14.8m とした。これを図 2.2.1 に示す。 









定める命令｣（平成 10 年 6 月 16 日 総理府、厚生省共同命令）の趣旨に適合することとさ
れている。共同命令における遮水性は、「透水係数１×10－５cm/sec 以下の粘性土地盤が５
m 以上の厚さを有すること」となっている。当該廃棄物処分場の建設地点においては、ボ







































試験の N 値を 50 とした。 
 護岸材料については、盛砂と敷砂は N 値を 10、内部摩擦角を 36 度、廃棄物による土（廃





























 護岸材料の基準拘束圧（σma＝98N/m2）でのせん断弾性係数は、式 2.2.1 から算出した。 
 
     Gm ＝ 14,112・N0.68 （kN/m2）          (2.2.1) 
 
 
軟弱な粘性土層（Ma13 層）の解析でのモデル化は、内部摩擦角 30 度の材料として考え
た。粘性土層のせん断弾性係数は、一軸圧縮強度 qu = 58.3（kN/m2）として、式 2.2.2 か
ら算出した。 
 





解析に使用した各材料のパラメータの値を表 2.2.1 に示す。 
 
 

























遮水矢板 +5.0 ～ -25.9 78.50 － 80,770,000 － －
ブロック +5.0 ～ +4.0 23.00 － 953,000 － 2,000
栗石 +4.0 ～ +1.7 20.00 － 183,700 － 300
盛砂 +5.0 ～ -20.5 18.00 36.0 68,920 10 194
廃棄土 +5.0 ～ -14.8 15.00 35.0 43,020 5 168
捨石 +4.0 ～ -14.8 20.00 40.0 183,700 － 300
敷砂 -14.8 ～ -20.5 18.00 36.0 68,920 10 194
-16.8 ～ -25.9 17.10 35.9 25,660 － 122
-25.9 ～ -31.5 17.30 35.9 25,660 － 122
-31.5 ～ -35.5 17.70 35.9 25,660 － 122
-16.8 ～ -25.9 14.90 30.0 10,110 － 82
-25.9 ～ -31.5 15.80 30.0 10,110 － 80
-14.8 ～ -16.8 14.50 30.0 10,110 － 84
-16.8 ～ -25.9 14.90 30.0 10,110 － 82
-25.9 ～ -31.5 15.80 30.0 10,110 － 80
-31.5 ～ -41.5 17.70 30.0 10,110 － 76

















説編（平成 9 年 3 月）3）を参考として上町波を検討対象波として設定した。上町波は、上
町断層に生じる直下型地震を想定したものであり、基盤加速度は 473gal である。上町波の































構成式は、FLIP で用いられるマルチスプリングモデル 4),5)である。 
 尼崎沖の廃棄物処分場では、兵庫県南部地震時にも廃棄土の液状化は見られなかった。
また、同処分場でのボーリングデータでは、廃棄土の土質分類が主に砂礫土に分類される
ことから、廃棄土のモデル化は Mohr-Coulomb モデルで行い、全応力での解析とした。 
 正規圧密の海成粘土のうち沖積粘土では、粘着力 C=0（kN/m2）として求めた内部摩擦
角が 30～35 度となる試験結果 6)が得られていることから、Ma13 層のモデル化は、
Mohr-Coulomb モデルで行い、全応力での解析とした。 
 使用した Mohr-Coulomb モデルは完全弾塑性モデルで、載荷時には破壊線に到達する
までは弾性挙動を、破壊線到達後は塑性挙動だけを示し、除荷時には弾性挙動だけを示す
モデルである。このモデルの構成則には，ポテンシャルサーフェースの角度を０とした非


































































右スケールは 2.5m の変形量に相当： 
 





                          10.0％ 






















①最大せん断ひずみγmaxコンター図 (T=20.0 秒) 







することによって発生している残留変位量は，全体の 22%に相当する 0.411m であった。 
 














るのは，深度-17.2m の位置で 15.95 秒の 0.023（1 / m）であった。実験データに基づく，








 図 2.4.3 では遮水矢板に発生する時間毎の曲げモーメントから，鋼矢板 FSPⅢ型の断面係
数を用いて計算した最大縁での発生応力分布も示している。図 2.4.3 からレベルⅡ地震動時
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 2.3 ２次元動的有効応力解析モデルの作成 において、護岸構造の解析モデルの作成を行
った。 
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の流れを図 3.1.1 に示す。 








 これまで、地震時の遮水矢板の挙動に関する 3 次元動的解析が行われた事例はなく、本
研究においては以下の独自の取組みを行った。 






































図 2.2.2 に示す。図 2.2.2 に示した護岸断面が直交する隅角部を含めて、465ｍ四方のエリ
アをモデル化した解析メッシュを図 3.2.1 に示す。図中に矢印で示されている加振方向に対




















図 3.2.1 ３次元解析モデル 
 
 














































大 規 模 解 析 の 問 題 点
解 析 時 間
記 憶 容 量
部 分 モ デ ル
部 分 モ デ ル
部 分 モ デ ル
部 分 モ デ ル
全 体 モ デ ル
領 域 分 割




















    －np,i ＋ nρfbi － nρfUi － Ri = 0              （3.2.3） 
 
 と表される。Ri は次のようになる。   
 
         n2 
   Ri = － ―――（Ui－ui）                              （3.2.4） 
               k 
 
 
ここで、  σ：土骨格に作用する応力 
       σ″：土骨格に真に作用する応力 
       n：間隙率 
       p：間隙水圧 
       ρs：土の粒子の質量密度 
       ρf：水の質量密度 
       ui：土骨格の変位 
       Ui：水の変位 








  σij ＝ σ″ij － ασijp ＝ Dijkl（εkl －ε0kl）＋ ωikσkj ＋ ωjkσki － αδijp 
 
 
                                   （3.2.5） 
 ここで、 
 
                          KT 
           α ＝ 1 － ―                    （3.2.6） 
                          KS 
 
ここに、   KT：土骨格の体積弾性係数 
        KS：土粒子の体積弾性係数 
ε0ij：熱応力などによる応力ひずみ 
ω：スピンテンソル 















                                ε0kl 
    θ＝αεii － δijＤijkl ――                （3.2.8） 
                                3KS 
 









               1              ε0kl 
   θ = wi,i ＝ αεii ＋ ─ p － δijDijkl ―                      （3.2.9） 
                             λ       3KS 
 
ここに、    wii：土骨格に対する流体の相対変位 










   σ〃ij ＝Ｄijkl（εkl － ε0lk） ＋ ωikσ〃kj ＋ ωjkσ〃ki          （3.2.10） 
 
 ただし、ωij はスピンテンソルである。式（3.2.9）は水の変位で表すと次のようになる。 
 
                                 1 
   －nU i,i  = （α－n）εii ＋ ─ p                （3.2.11） 
                                 Q 
 





   １  ｎ  α－n 
   ─ ＝ ─ ＋ ───                                          （3.2.12） 








        1 
   εij ＝ ─―（Uij ＋ Uji）                    （3.2.13） 





(5) 速度ペナルティ法による u-U 法 
 (1)基礎方程式の概要で示される基礎方程式を用いて解析を行う場合、有限要素法による
離散化解法が用いられる。 




                             1 
   －nUi,j＝（α－n）ui,j＋―― p                   （3.2.14） 











































(7) Densification モデル２） 














                          δijdε0ν 
   ｄεij ＝ｄεσ´ij ＋――――                            （3.2.15） 
                            3 
 
 ここで、   dεij     ：全ひずみ増分 
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         ｄεσ´ij  ：ダイレータンシー以外のひずみ増分 
                δijdε0ν ：ダイレータンシーによる自生体積ひずみ 
 
 また、ダイレータンシー以外のひずみ増分は、以下のように弾性ひずみと塑性せん断 
ひずみとに分けられる。ここで、添字の s はせん断を表す。 
 
















      ＿   






        nTfDedε 
    dλ ＝―――――                           （3.2.20） 
       H＋nTfDeng 
 









                  ＿ 
                      ＿           σ 
    f ＝σm sinφ＋σcos θ － ―― sin φsin θ－c cos θ ＝0   （3.2.21） 
                 √３ 
 








            ∂g 
② その応力状態での ――― 、dλを計算する。 
                       ∂σij 
     s  ∂ｇ              s 
③ dεpij ＝――― dλより dεpij を求める。 
             ∂σij 
 
                δijdε0ν 
④ dεeij ＝dεij －dεpij － ――――― より dεeijを計算する。 
                 ３ 
 
⑤ 下式より dσ′を計算する。 
 
     dσ′ij ＝Ｄeijkl dεekl 
 






          Ａ 
    ｄε0ν ＝――― dκ                         （3.2.22） 




    κ＝εrθξ                                             （3.2.23） 
 
ここに、   θ：繰り返し単純せん断の初期有効応力の２次不変量と、初期平均有効応
力との比 
 
                ＿ 
        σʹ 
    θ ＝ ――――                                            （3.2.24） 
        σʹm0 
 
であり、ξは偏差ひずみの 2 次不変量の累積量で、 
 
                             1 
         1          ‒ 
    dξ ＝（―― deijdeij）2                       （3.2.25） 
                  2 
 
を積分した値であり、通常の微分とは異なる考えをしている。 
  Densification モデルは、次の土質定数で定義される。 
 
    G  ： せん断弾性係数 G ＝ρVｓ２ 
        Vs  ： せん断波速度（せん断波試験により求められる） 
    ρ ： 単位体積密度 
                  2(1＋ν) 
    K ： 体積弾性係数  K ＝ ――――G 
                                    3(1－2ν) 
 
                   K0 
    ν ： ポアソン比   ν＝―――― 
                                   1＋K0 
    K0 ： 静止土圧係数 
    ｃ  ： 粘着力  ≅ 0(N/m2) 
    φ ： 非排水内部摩擦角 
    A、B、r： ダイレイタンシーに関するパラメータ 
 
 






























 図 3.2.3 で繰返し三軸試験のシミュレーション結果について，Densification モデルを用
いた場合とマルチスプリングモデルを用いた場合で比較した。両モデル共に繰返し載荷回
数 20 回で両振幅軸ひずみ 5%が発生する応力比に対して，シミュレーション結果と土質試験
結果が対応するようにパラメータの設定を行った。 
Densification モデルのパラメータ設定フローを図 3.2.4 に示す。塑性せん断ひずみと塑性
体積ひずみを規定するパラメータは，マルチスプリングモデルと同じく土質試験データか
ら設定した。表-3.2.1 にマルチスプリングモデルと Densification モデルで用いたパラメー
タを示す。 
 盛砂と敷砂以外の地盤の土の構成式には Mohr-Coulomb モデルを使用し、全応力で解析
した。 
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表 3.2.1 土の構成式で使用したパラメータ 
 
Densification モデルのパラメータ 








































































 土の構成式の差が３次元解析結果に及ぼす影響を検討するため、図 2.3.1 ２次元動的有効
応力解析メッシュ図に示した解析メッシュを使用し、盛砂と敷砂部分のモデル化を






 図 3.2.5 にモデル D を使用して計算した残留変形図を示し、図 3.2.6 に２章で計算したモ
デル M の残留変形図を示す。モデル D において、護岸全体が海側に移動する変形パターン
は、図 3.2.6 に示すモデル M の結果と同じである。 
図 3.2.7 にモデルＤで得られた遮水矢板の曲率分布図を示す。曲率が大きくなっている位
置は，深度-8.5m と-19.5m であるが，曲率がピーク値を示しているのは，モデル M と異な
り深度-8.5m と浅い位置の方であった。  
モデルＤの解析では，盛砂と敷砂で過剰間隙水圧比が高くなるエリアが最も広くなるの


































右スケールは 2.5m の変形量に相当： 
 











右スケールは 2.5m の変形量に相当： 
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最大縁の応力　（N / m2）





































































































ルでは遮水矢板のモデル化に von-Mises モデルを使用した。材質を SY390 とし，ヤング率
E=2.1×1011（N/m2），ボアソン比 0.3，降伏強度σy=3.9×108（N/m2）に設定した。 
最大水平変位 残留水平変位


























 遮水矢板の面内方向剛性と強度を次にように設定した。図 3.2.9 に示す遮水矢板の形状そ
のままに、ソリッド要素を使ってメッシュ分割を行い（リアルモデルと呼ぶ）、面内方向外
側に力を加えて引張り試験を行って応力－ひずみ関係を求める。引張り試験の試験体の長





おける試験体の長さは 0.8m、幅は 0.1m、厚さは 13mm とした。 
 遮水矢板に使用する FSP－Ⅲ型矢板の断面諸量を表 3.2.3 に示す。板要素を使ったモデル
化の時、面内方向の力に対して、遮水矢板はフランジの部分で抵抗すると考え、板要素の
厚さは遮水矢板と同じ 13mm とした。 








を与えた。矢板を形成する綱材は、弾性係数を E=2.1×1011(N/m2)とし、材質を SY390 と
していることにより、降伏強度はσｙ＝3.9×108（N/m2）、ポアソン比 0.3 と設定し、図 3.2.12
に示すように非線形性を考慮したモデルとした。リアルモデルを使った引張り試験で得ら
れた応力－ひずみ曲線を図 3.2.13 に示す。 
 応力－ひずみ曲線の勾配が変化する 7 ステップ目における弾性限界ひずみは 4.12％、そ
の時の荷重は７（ｋN）である。この勾配変化点での遮水矢板の変形図を図 3.2.14 に、水
平応力コンター図を図 3.2.15 に示す。 
 板厚 13mm の板モデルのヤング率 E は、図 3.2.13 に示すリアルモデルの引張り試験で得
られた応力－ひずみ曲線の勾配変化点まで、等価となる応力－ひずみ曲線が得られる板モ
デルのヤング率 E を、板モデルを使用した引張り試験を行って求める。この結果を図 3.2.16
に示す。こうして得られた板モデルのヤング率は、E=1.05×108（N/m2）で、これは鋼材
のヤング率の１/2,000 に相当する。 




的降伏発生応力の 1/2 であることから 2.69×106(N/m2)とした。 
３次元解析で使用する入力値は、板要素の厚さ 13mm、面内方向ヤング率 1.05×
108(N/m2)部分的降伏発生応力 5.38×106（N/m2）、部分的降伏発生せん断応力 2.69×












                                      載荷 
 
図 3.2.10 引張り試験の解析モデル 
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表 3.2.3 鋼矢板（FSP－Ⅲ）断面諸量（鋼矢板縮図集、新日本製鐵㈱より） 
 
重心位置 回転半径









mm mm mm kg/m kg/m2 cm2 cm2 m2/m m2/m2 mm cm4 cm4 cm cm3 cm3
FSP-Ⅲ 400 125 13.0 60.0 150 76.42 191.0 1.44 1.80 49.0 2,220 16,800 5.39 223 1,340
断面二次モーメント 断面係数
形式
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図 3.2.14 部分的降伏発生時の変形図（７ステップ） 
        部分的降伏発生 
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 遮水矢板の面外方向の曲げ剛性を求めるために、図 3.2.17 に示すリアルモデルで曲げ試
験を行った。曲げ試験は、ヒンジで支持された２点間の中心に力を与えて行った。荷重は、
図3.2.17に示す18ステップで525（ｋN）を載荷した。求まった応力－ひずみ曲線を図3.2.19
に示す。13 ステップと 14 ステップの間で部分的な降伏応力が発生している。また、16 ス
テップを超えると遮水矢板全体が急激に降伏する。13 ステップにおける遮水矢板の変形図
を図 3.2.20 に、応力コンター図を図 3.2.21 に示す。 
 板モデルの板厚の設定では、遮水矢板は曲げに対してリブ部分でも抵抗すると考え、板
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要素の厚さを遮水矢板と同じ断面２次モーメントとなる 126mm とした。 




率の 75％に相当する。板モデルと綱材の応力－ひずみ関係の比較を図 3.2.23 に示す。遮水
矢板は、面外方向に比べて面内方向の剛性が著しく低いことがわかった。 
 厚さ 126mm の板要素の面外方向の部分的降伏発生応力は、次のように算定する。リアル
モデルにおいて 13 ステップと 14 ステップの間を細分化して曲げ試験を行い部分的降伏が
発生する加重を確認し、板要素モデルにおいてこの荷重を載荷して最大応力が発生する試
験体中央部の発生応力を板要素の部分的降伏発生応力とする。図 3.2.24 に板モデル中央部
における発生応力図を示す。13 ステップと 14 ステップの間で発生する部分的降伏発生応力
は、1.76×108(N/m2)となる。 
 また、せん断に対する部分的降伏発生応力は、von-Mieses の破壊則から面外方向の曲げ
に対する部分的せん断発生応力の 1/2 であることから 0.88×108(N/m2)とした。 
 ３次元解析で使用する入力値は、板要素の厚さ 126mm、断面２次モーメント 16,800
（cm4/m）、断面係数 2,646（cm3/m）、面外方向ヤング率 1.583×1011（N/m2）、）、面外方向
の部分的降伏発生応力 1.76×108（N/m2）、面外方向の部分的降伏発生せん断応力 0.88×

















































































































































































































































126 16,800 2,646 1.05×108 1.76×108 
 
部分的降伏発生せん断応力 
         (N/m2) 



























































図 3.2.1 において矢印で示し、加振方向に対して直行する護岸を護岸 A、平行方向の護岸を






































 レベルⅡ地震動による護岸隅角部全体の残留変形を図 3.3.1 に示す。入力地震動は 20 秒
間であり、図 3.3.1 においては変形拡大率を５倍とした。隅角部の護岸全体が加振方向の海
側へ移動している。図 3.3.2 に遮水矢板天端位置での残留水平変位の平面分布を示す。矢板
天端での移動量は、加振方向と直交する護岸 A の最大水平変位が 1.31m 発生しているのに
対して、加振方向と平行な護岸 B での最大水平変位は 0.49m と、護岸 A の 37％程度しか
発生していない。 
護岸隅角部での残留変位量は護岸 A と護岸 B の中間の 0.62m である。これは、実際の地
震被害において、護岸の隅角部の変位が特に大きくなることはないことと一致する。 
護岸Ａの最大残留水平変位 1.31m が発生している位置は Z=-80m 付近，それに対して隅角
部から離れた Z=-250m 付近では 1.23m と残留水平変位が小さくなっている。図 3.3.2 より，
粘性土層に根入れしている遮水矢板の下端に近い-23m での遮水矢板が隅角部で交差する角
度は，初期状態の 90°に近い角度を保っているのに対して，浅い-7.2m と遮水矢板天端の
5.0m では，隅角部付近で丸みを帯びた変位分布になっている。これは護岸 A と護岸 B の最
大残留水平量が異なるために，隅角部付近でこの差をすり付けようとする変形挙動をする
ためと考えられる。 
モデル D の２次元解析で得られた遮水矢板天端での残留水平変位 1.16m は，隅角部から






















 慣性力の影響によって護岸の水平変位量が大きく発生するのは護岸 A の方である。護岸
の水平方向残留変位量の大きさが、（液状化による土水圧）＋（護岸慣性力） で決まり、
液状化による要因の差が少ないと考えれば、慣性力による要因によって変位量の大きさに
差が生じる。これが、護岸 A で護岸 B の倍以上の水平方向残留変位量が発生している理由
である。 
 護岸隅角部では、液状化発生程度と慣性力による影響ともに、護岸 A と護岸 B の中間程
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水平応力（面外）      ＝ MV ／ 断面係数 
鉛直応力（面外）      ＝ Mh ／ 断面係数 
水平せん断応力（面外）＝ Qh ／ 断面積 
















は LINE4 より深い LINE5 の深さで液状化する敷砂と非液状化層の境界があるため、
LINE4 でせん断応力が最大にならないのに対して、隅角部付近では敷砂と非液状化層の境







遮水矢板に発生する面外方向応力の最大値の水平分布を図 3.3.8 に示す。 
いずれの応力も部分的降伏発生応力以内に収まっている。面外方向応力で最も部分的降
伏に近い LINE5 の Mhから求まる最大縁の応力でも、部分的降伏応力の半分以下である。 











中の最大値に対する鉛直分布を図 3.3.9 と図 3.3.10 に示す。 






って発生するせん断力が大きくなる部分で大きくなる。このことが図 3.3.7 の LINE4 と
LINE5 で面内方向せん断応力が大きくなっている理由と考えられる。 
図 3.3.10 よりモーメント Mh は面内方向せん断応力の場合と逆に，加振直交方向護岸の





い残留水平変位が発生している。また図 3.3.3 と図 3.3.3 に示す残留水平変位の鉛直分布図
から，遮水矢板が入っている深さで地盤がせん断変形を起こしていることが分かる。これ
らのことから面内方向せん断応力と同様に，地盤のせん断変形によって発生する面外方向の
せん断力によってモーメント Mhの分布も決まると考えられる。図 3.3.11 と図 3.3.12 に面
内方向せん断応力とモーメント Mhの時刻歴を示す。いずれも図 2.3.3 に示す入力地震動の

































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 3.3.9 面内方向せん断応力τの最大値の鉛直分布（CASE-1） 
 
 
















































































































































































































 地震波の入射方向が遮水矢板の発生応力に与える影響を考察するために、表 3.3.1 に示し
た４ケースの入射方向について遮水矢板の発生応力の解析を行った。 
 CASE１と地震波の位相が逆転している CASE2 について、CASE1 で最も遮水矢板の応
力状態が厳しくなる面内方向のせん断応力を求め、この結果を図 3.3.13 に示す。CASE2 に
おける発生応力は CASE1 よりも低く、どの深さにおいても部分的降伏発生応力を超えてい
ない。地震波を護岸と平行方向に入射する場合は、遮水矢板に最大の応力が発生するのは、
図 2.2.4 の位相で入射した時である。 
 図 3.3.14、図 3.3.15 は、護岸から処分場側 45 度方向に地震波を入射した CASE3 につい
て遮水矢板に発生する面内方向応力および面外方向応力を求めたものである。また、図
3.3.16、図 3.3.17 は、護岸から海側 45 度方向に地震波を入射した CASE4 について遮水矢
板に発生する面内方向応力および面外方向応力を求めたものである。 



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 3.1 概要において本章の構成について述べた。 









 隅角部の水平方向残留変位量は、加振直角方向護岸 A の残留変位量と、加振平行方向護
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4.3 ALID を用いた３次元解析 において、まず初めにレベルⅡ地震に対して２次元動
的有効応力解析（FLIP）を行い、その残留変位に対して２次元静的全応力解析を用いて等


















・ 2 次元動的有効応力解析（FLIP） 
・ 2 次元静的解析による残留変位のモデル化 






























































































    {σ}＝〔De〕{ε}                   （4.2.1） 
 
              {σ}：応力ベクトル 
              {ε}：ひずみベクトル 






          D11 D12 D13 ０ ０ ０ 
          D12 D22 D23 ０ ０ ０ 
   〔Ｄｅ〕＝   D13 D23 D33 ０ ０ ０       （4.2.2） 
           ０   ０  ０ D44 ０ ０ 
           ０  ０  ０ ０  D55 ０ 




               （１－ν）Ｅ 
    Ｄ11＝Ｄ22＝Ｄ33＝───────────      （4.2.3） 
              （１＋ν）（１－２ν） 
 
 
                  νＥ 
    Ｄ12＝Ｄ23＝Ｄ13＝───────────      （4.2.4） 
              （１＋ν）（１－２ν） 
 
                Ｅ 
    Ｄ44＝Ｄ55＝Ｄ66＝──────           （4.2.5） 




































したものを図 4.2.3 に示す。 
また、図 4.2.4 に矢板周辺の状況を表現した模式平面図を示す。この図に示すように、矢
板の両面にはジョイント要素を設けた。８接点ジョイント要素の物性値は、ｃ＝0（N/m2）、



























































4.3.1 2 次元動的有効応力解析（FLIP） 
 




の分布を図 4.3.1 に、地震終了後の残留変位を図 4.3.2 に示す。図 4.3.1 を見ると、矢板周
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辺の盛砂層では過剰間隙水圧比が 0.6 以上、一部においては 0.8 以上となっている。残留変
位を示す図 4.3.2 を見ると、護岸全体が海側に変位し、のり肩部では水平方向海側に 133cm、






















4.3.2 2 次元静的解析による残留変位のモデル化 
 
(1) ALID による残留変位算出法 
 









 本研究のように、ALID による 2 次元有効応力解析結果の再現は本来の用途とは若干異な
るが、パラメータの調整によって解析結果の整合性をとることによって、本研究の目的で
ある護岸隅角部の遮水矢板の挙動を推定する手法として実用的であると判断した。 


























次元の応答計算を行って FL を求め、これと FLIP の解析結果の過剰間隙水圧比分布（図
4.3.1）を比較することにより両者の関係を推定した。図 2.2.2 に示す護岸断面の遮水矢板か
ら 45m 内側の地点をモデル化し、SHAKE によってレベルⅡ地震における１次元応答計算
を行って求めた FLと、FLIP で求めた同じ土層の過剰間隙水圧比を表 4.3.1 に示す。 
また、室内試験では、相対密度 Dr にもよるが、一般的に FL＝1.0～0.9 付近でせん断剛
性の低下が進むこと、過剰間隙水圧比が 0.5 を超えると地盤の剛性が極端に低下する現象が
観測されること１）も参考にした。 
 このようにして推定した過剰間隙水圧比と液状化抵抗率 FL およびせん断剛性低下率


















図 4.3.4 せん断剛性低下率と FLの関係図 
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表 4.3.1 SHAKE 計算結果 
 
標高 
    (m) 





＋5.0～－8.1 廃棄物   ５ 78.3 10 － － 
－8.1～－18.5 盛砂   10 178.8 10 0.67 0.8 
－18.5～－19.5 敷砂    10  241.5 10 0.59 0.6～0.8 




表 4.3.2 推定したせん断剛性低下率 
 
過剰間隙水圧比 FL G/G0 
    0.2    0.01 
    0.3    1.0   0.006 
    0.4    0.95   0.0025 
    0.5    0.9   0.0018 
    0.6 0.85   0.0015 
    0.7    0.8   0.001 
    0.8    0.6   0.0007 
    0.9    0.3   0.0003 















表 4.3.3 ポアソン比 
 
過剰間隙水圧比     ν 
    0.2－0.4    0.4990 
    0.4－0.6    0.4990 
    0.6－0.8    0.4997 
    0.8－0.89    0.4999 















(4) 2 次元静的解析の結果 
 
 以上のようにして設定したパラメー（せん断剛性低下率、ポアソン比）の値を用い、図
4.2.1 に示す 2 次元弾性 FEM モデルによって 2 次元静的全応力解析を行った。図 4.2.1 の
図中の色の違いは各要素の物性の違いを示しており、静的 FEM においては、図 4.3.1 に示
した FLIP によって計算された過剰間隙水圧比分布に対応した物性の違いが示されている。 
 2 次元静的 FEM 解析は、表 4.3.4 に示す５段階に分けて行った。Step１～３で計算の収
束のために漸増自重解析を行い、step４，５で初期剛性のもとでの地盤変形分の除去を行っ
ている。 




 のり肩の変位を２次元動的有効応力解析（FLIP）の結果と比較すると、表 4.3.5 のよう
 94
になる。のり肩の水平変位は、FLIP では 0.13m、静的 FEM では 1.08m、また鉛直変位は、




 FLIP および静的 FEM 解析における遮水矢板の水平変位、および曲げモーメントの深度




ある 20 秒後の値を示しているのに対して、静的 FEM 解析においては動的有効応力解析結
果を残留変位について等価に変換した全応力解析における曲げモーメントの値を示してい
る。 




表 4.3.4 2 次元解析の加重ステップ 
 
step 地盤剛性 E’ 
   １ 自重の１％ 
   ２ 自重の 10％ 
   ３ 自重の 100％ 
   ４ E と同じ 
   ５ 自重解放 
 
              E ：地盤の初期剛性 
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表 4.3.5 解析結果の比較（のり肩残留変位） 
 
 水平変位（ｍ）  鉛直変位（m） 
 FLIP     1.33    0.55 

























































 2 次元モデルから３次元モデルへの拡張方法を表した模式図を図 4.3.7 に示す。本研究で
使用したモデルは、基本的に２次元静的 FEM 解析に使用した断面を 90 度で交差させたモ
デルであり、隅角部を通る対角線に対して対称（鏡像）となるモデルである。このように
して作成したモデルが図 4.2.2 に示した３次元解析モデルである。 
 今回の鏡像によるモデル化では、液状化範囲も鏡像を仮定することになる。しかし、３





























































 また、図 4.4.2 に、護岸のり肩の水平・鉛直変位について、2 次元動的有効応力解析（FLIP）、
２次元静的全応力解析、３次元静的全応力解析の計算結果を示す。この図で、２D は 2 次
元静的解析を、３D は３次元静的解析を示している。護岸のり肩の水平変位に注目すると、
３D 交差部で 0.58m と最小になっており、逆に３D 中央部は 1.47m、端部は 1.44m と２D
（FLIP）の 1.34m よりも若干大きくなっている。一方、鉛直変位については、３D 交差部
が 0.91m と最大で、３D 交差部は 0.64m、３D 中央部も 0.64m となっており、これらの差
は水平変位よりも小さい。 
 以上のように護岸隅角部においては、X,Y 方向からの拘束があるため、液状化発生後の 
残留変位は護岸中央部（直線部）に比べて小さくなり、特に水平変位が小さくなるという
結論を得た。 













































































































































































































       ここで、σx、σy、σz  ：x、y、z 面の鉛直応力 




交差部近傍において矢板の変位を拡大したものを図 4.4.5 に示す。 
遮水矢板のミーゼス応力は、交差部の上部で最大値（σM＝4.3×108N/m2）となり、その
周辺においても降伏応力度（σy＝3.9×108N/m2）を超過している。これは、交差部におい








































Output Set: Interval    3, Step    1
Deformed(1.832): Total Translation
Contour: Von Mises Stress          
 





































Output Set: Interval    3, Step    1
Deformed(1.832): Total Translation
Contour: Von Mises Stress          
←―――――→ 1.5m 








 4.1 概要 において本章の構成について述べた。 
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の簡易評価法、土木学会論文集 No.638/Ⅲ-49、pp.71-89、1999 


























































 本研究において解析の対象とした鋼矢板は FSP-Ⅲ型鋼矢板で、その断面諸量を表 5.2.1
に示す。鋼矢板１枚の幅は 40cm で、鋼矢板の両端についている継ぎ手を使って、隣り合う






する降伏特性に関する考察を行った。解析に用いた解析コードは MuDIAN である。 
 鋼矢板のモデル化ではソリッド要素を使用し、構成式には von-Mises モデルを用いた。
図 5.2.2 にモデル化した鋼矢板で使用している鋼材 SY390 の特性を示す。降伏応力σy＝3.9
×108（N/m2）で、降伏するまでは弾性挙動を示し、降伏後は完全塑性状態となる完全断塑
性モデルである。SY390 のヤング率 E=2.1×108（N/m2）、ポアソン比を 0.3、に設定した。 
図 5.2.3に遮水矢板の面内方向の強度特性を解析するための 6面体のソリッド要素を用い
た解析モデルを示す。解析モデルの節点数は 20,915、要素数は 14,984 である。図中で面内
方向の部分をフランジ、面外方向の部分をリブという。解析モデルは、幅 0.4m、高さ 0.1m、










た。矢板断面は図 5.2.3 に示す面内方向の解析に用いたモデルと同じで、長さが 5m となっ
ている。矢板の両端から 0.5m の位置にそれぞれ支点を設け、支店間の中央断面に等分布荷
重を載荷した。等分布荷重は図5.2.6に示すように、フランジ部だけに鉛直方法に章させた。








表 5.2.1 鋼矢板（FSP-Ⅲ型）形式（鋼矢板縮図集、新日本製鉄(株)より） 
 
重心位置 回転半径









mm mm mm kg/m kg/m2 cm2 cm2 m2/m m2/m2 mm cm4 cm4 cm cm3 cm3
FSP-Ⅲ 400 125 13.0 60.0 150 76.42 191.0 1.44 1.80 49.0 2,220 16,800 5.39 223 1,340
断面二次モーメント 断面係数
形式
























































図 5.2.4 遮水矢板の引張り試験モデル 



































                            支点間中央断面 
 


















上面の各点は b 点と同じ変位 
△ △ 
△









曲線を図 5.3.1 に示す。図 5.3.2 は図 5.3.1 中に示されている点 A（8.73kN の水平荷重を載
荷），点 B（13.8kN の水平荷重を載荷），点 C（15.0kN の水平荷重を載荷）と点 D（17.0kN
の水平荷重を載荷）までの各荷重段階までに降伏している要素を赤色で示している。点 A
では 50 個の要素が降伏しており，図 5.3.1 の水平変位と水平荷重の関係より，この時点ま
で遮水矢板は，引張り力に対して線形挙動を示していると言える。図 5.3.2 より，点 A に相
当する遮水矢板の部分的な降伏が始まる場所は，フランジとの境目に近いリブ部分である
のが分かる。 
 図 5.3.2 に示されている点 B，点 C の荷重段階までに降伏している要素を比べた場合，点
C ではほぼリブ全体で降伏している要素が表れている。一方，点 B ではリブ全体ではない
がリブの大部分で降伏している要素が表れており，降伏している要素の分布では点 B と点
C で大きな差がないのに，図 5.3.1 の水平変位と水平荷重の関係で比べた場合，遮水矢板で
部分的な降伏が始まる点 A から点 B 付近までは線形に近い挙動を示しているのに対して，
点 B から点 C にかけては水平変位の伸びが大きく，遮水矢板の剛性が初期状態に比べて大
きく低下した挙動を示している。 
 図 5.3.3 は図 5.3.1 中の点 A，点 B，点 C と点 D の各荷重段階での相当応力コンター図で
ある。図 5.3.3 はコンター図と同時に変形量を３倍に拡大して表示している。(6)式より
SY390 の一軸降伏強度σy に対応する相当応力は，2.25×105（kN/m2）である。 
 遮水矢板に部分的な降伏が発生する点 A の時点では，相当応力コンター図よりフランジ
とリブの境目に近いリブの表面部分だけにしか降伏が発生していないことが分かる。 
 点 B の時点では点 A で降伏している要素が表れている部分で，降伏している要素がリブ
を貫いて表れており，点 C の時点ではリブを貫いて降伏している要素が出現している傾向
が顕著に表れているのが分かる。 























図 5.3.1 引張り試験での水平変位δと水平荷重 P の関係 
 
 
         点 A P=8.73kN で降伏している要素（赤色） 
 
     点 B P=13.8kN で降伏している要素（赤色） 
 
         点 C P=15.0kN で降伏している要素（赤色） 
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点Ａ （ P=8.73 kN ）
点Ｂ （ P=13.8kN ）
点Ｃ （ P=15.0kN ）
4.3×101 ( kN / cm )
点D （ P=17.0kN ）
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      相当応力コンター（点 A P=8.73kN） 
 
 
      相当応力コンター（点 B P=13.8kN） 
 
 
      相当応力コンター（点 C P=15.0kN） 
 
      相当応力コンター（点 D P=17.0kN） 
 
図 5.3.3 引張り試験での相当応力コンター図 





 図 5.3.4 は，図 5.2.6 の解析モデルを用いて得られた b 点での水平変位δと，b 点に作
用させた水平荷重 P の関係を示している。 















 更に荷重を増やした点 G の段階では，図 5.3.5 よりほぼフランジ全体が降伏し，継手部
分で一部降伏している要素が見られる。 
 図 5.3.4 より，部分的な降伏が始まる点 E からフランジのほぼ全面で降伏している要素が
表れる点 F と点 G までの変位の伸びは大きく，遮水矢板はせん断力に対して，部分的な降
伏が発生した後は直ぐに塑性変形が卓越し，遮水矢板の破壊までに余裕があまりないこと
が分かる。図 3.5.6 は点 E，点 F と点 G の各荷重段階での相当応力コンター図である。コ
ンター図と同時に変形量を 100 倍に拡大して表示している．図 5.3.5 より点 E の荷重段階
で降伏している要素は，フランジの上面だけであるが，発生応力はフランジ全体で大きな
差はない。また点 F と点 G の荷重段階でもほぼフランジ全体で一様な相当応力が発生して
いるのが分かる。このことから遮水矢板はせん断力に対してフランジ全体で抵抗するため
に，部分的な降伏が発生してから遮水矢板の破壊に至るまでの余裕が少ないと考えられる。 
 水平変位と水平荷重の関係について図 5.3.1 の引張り試験結果と，図 5.3.4 のせん断試験
結果のそれぞれ部分的な降伏が発生するまでを比較した場合，引張り試験の勾配（水平荷






























点 E P=1,647.5kN で降伏している要素（赤色） 
 
 
点 F P=1,880.0kN で降伏している要素（赤色） 
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点E （ P=1647.5 kN ）
点F （ P=1880.0 kN ）
6.2×104 ( kN / cm )
点G （ P=2000.0 kN ）
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    相当応力コンター（点 E P=1,647.5kN） 
 
 
    相当応力コンター（点 F P=1,800.0kN） 
 
 






図 5.3.6 せん断試験での相当応力コンター図 


































































































































 図 5.3.9 は図 5.3.8 に示されている各荷重段階（点 H，点 I，点 J，点 K）までに降伏し













































点H （ P=371.8kN ）
点I （ P=469.8kN ）
点J （ P=493.4kN ）
1.78×102 ( kN / cm )




       点 H P=371.8kN で降伏している要素（赤色） 
 
点 I P=469.8kN で降伏している要素（赤色） 
 
       点 J P=493.4kN で降伏している要素（赤色） 
 






















      相当応力コンター（点 H P=371.8kN） 
 
 
      相当応力コンター（点 I P=469.8kN） 
 
      相当応力コンター（点 J P=493.4kN） 
 
 







    図 5.3.10 曲げ試験での応力相当コンター図 









 第３章において、解析コード MuDIAN を用いて３次元動的解析を行い、レベルⅡ地震動
による液状化中の護岸隅角部における遮水矢板の変形と発生応力の算定を行った。面外方










































































































































Output Set: Interval    3, Step    1
Deformed(1.832): Total Translation
Contour: Von Mises Stress          












































































































































































および Vs については、「液状化による構造物被害予測プログラム FLIP において必要な各
種パラメータの簡易設定法」に従って設定する。 














































本研究の解析結果の、残留変形図を図 2.4.1 に、過剰間隙水圧比分布を図 2.4.2 に、遮水































































































図 3.2.10 に本研究において設定した引張り試験の解析モデルを、図 3.2.13 にリアルモデ
ルの引張り試験結果を示した。 
本研究において設定した、遮水矢板の板要素における面内方向剛性と部分的降伏発生応















































6.3.4 MuDIAN による 3 次元動的有効応力解析 
 
 


















































































 ３次元静的 FEM 解析に使用する計算機は、大規模計算のための並列計算機システムでは
なく通常の電子計算機とする場合は、3 次元 FEM 解析における計算量をできるだけ少なく






4.2.1 に示した２次元静的 FEM 解析のための解析メッシュを作成した。この解析メッシュ






 護岸隅角部の３次元モデルは、２次元静的 FEM 解析のために設定した護岸直線部２次元
モデルを直交させて作成する。また、３次元解析における計算量を考慮して解析エリアの



























 ALID では、液状化層のせん断剛性低下率 G/G0は図 6.4.2 に示すように細粒分含有率 Fc
と液状化抵抗率 FLの関係で与えられる。地盤の剛性低下率を算定するために、廃棄物処分
場の代表的な地層断面をモデル化し、SHAKE で 1 次元応答計算を行って液状化抵抗率 FL
を求め、2 次元動的有効応力解析（FLIP）の計算結果の過剰間隙水圧比分布から等価な液
状化抵抗率 FLを推定し、得られた液状化低下率 FLから図 6.4.2 を用いてせん断剛性低下率
G/G0を求める。 
 また、一般的に FL=1.0～0.9 付近でせん断剛性の低下が進ことと、過剰間隙水圧比が 0.5
を超えると地盤の剛性が極端に低下することを考慮してせん断剛性低下率G/G0を設定する。 
 本研究において SHAKE によってレベルⅡ地震における 1 次元応答計算を行って求めた
FLと、FLIP で求めた同じ土層の過剰間隙水圧比を表 4.3.1 に、また、過剰間隙水圧比と等











































 以上のように設定したパラメータ（せん断剛性低下率 G/G0、ポアソン比ν）の値を用い、 
２次元静的解析メッシュによって２次元静的全応力解析を行い、護岸変位を FLIP の結果と
比較して確認を行う。２次元静的全応力解析は、収束のため表 6.4.1 に示す 3 段階に分けて
漸増自重解析を行う。本研究で得られた２次元静的全応力解析による護岸の変位を図 4.3.5
に、護岸のり肩の残留変位の比較を表 4.3.5 に示した。 
 
 
表 6.4.1 2 次元解析の荷重ステップ 
    step    地盤剛性 E’ 
     1    自重の１％ 
     2    自重の 10％ 
     3    自重の 100％ 
 





















      ここで、σx、σy、σz：x、y、z、面の鉛直応力 
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 隅角部護岸の水平方向残留変位は、加振直角方向護岸 A の残留変位量と、加振平行方向
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